平成30年度調査・研究事業　募集要項　（外部委託用）

Ⅰ．目的

本要項は、滋賀県立リハビリテーションセンターが実施する「平成30年度滋賀県立リハビリテーションセンター調査研究事業」の業務を委託する者を選定するために必要な事項を定めたものです。
Ⅱ．公募委託調査研究の概要
（１）業務名

平成30年度滋賀県立リハビリテーションセンター調査・研究事業（以下、「調査研究事業」という）。
（２）公募テーマ
滋賀県のリハビリテーション（生活、医療、教育、就労、社会、介護、地域、障害、福祉、保健、スポーツ、環境等）の推進に寄与するもの及び先見性のある調査・研究
（例）

・子どもから若年者を対象としたリハビリテーションに寄与すると考えられる調査・研究
・障害者スポーツ及び余暇活動等の社会参加を促進する事に寄与すると考えられる調査・研究
・健康寿命の延伸や高齢者の行動変容に繫がると考えられる調査・研究
　・多職種連携を促進するための調査・研究や介入研究　など

（３）採択予定件数
２題程度
（４）募集期間

　 平成30年６月１日（金）～平成30年６月29日（金）　*17時必着

（５）履行期間
締結日～平成31年2月1日(金)
Ⅲ．公募資格
　下記の①～⑤全て該当するものが申し込み出来ます。
①滋賀県内で在職または滋賀県内で活動を行っている個人または、機関・施設等の団体であること。

＊すでに完了した研究または同一研究に対して他の助成金等を取得する場合は対象外となります。

＊滋賀県内に活動の本拠を有する機関・施設等の団体に所属しており、次の各号に掲げる要件を満たすものをいいます。

〇団体にあっては規約等を有するとともに代表者、所在地及び会計処理が明確であること。

〇 一定の活動実績があること。ただし、発足後間もない団体については、今後の活動計画が定まっていること。

〇 前２号の規定にかかわらず、次の団体は対象としません。

・ 営利団体

· 滋賀県機関

・ 政治団体、宗教団体等及びそれらに関係している団体

・ 暴力団、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定される暴力団

②調査・研究の主研究者及び連絡担当者が特定できること。

③当事業の遂行にあたり、滋賀県立リハビリテーションセンター（以下、「リハセンター」という）の要請に応じ迅速かつ円滑に事務処理ができること。

④事前に調査・研究費予算が申請できる課題であること。

⑤調査・研究は、契約期間内で終え、平成31年2月１日(金)に所定の報告様式をもって報告書の提出ができるように計画的に実施できること。

Ⅳ．提案書等作成及び提出等
（1） 応募提案数
応募は、応募者1者につき1提案とします。

（2） 募集要項等の配布

募集要項をリハセンターのホームページに掲載します。様式は、必要に応じダウンロードしてください。

　　滋賀県立リハビリテーションセンターホームページ＞調査研究事業
http://www.pref.shiga.lg.jp/e/rehabili/tyousakennkyuu.html
（3） 企画提案書等の受付

①申請方法

　　別紙「調査・研究事業を申込・実施する際に提出する書類」を熟読していただき、各様式に従い必要事項を記載の上リハセンター調査・研究事業担当宛てに必要書類(様式1「企画提案書」,様式2「見積書」,様式
3「誓約書」)を提出してください。なお、提出に要する経費は、提案者の負担とします。
（倫理審査を希望する場合は、倫理審査申請書・倫理審査申請セルフチェックリストを提出）
送付先

　　　　　〒524-8524　滋賀県守山市守山5丁目4-30

　　　　　　滋賀県立リハビリテーションセンター　支援部　事業推進係　調査・研究事業担当宛て
②募集期間

　　平成30年６月１日（金）～平成30年６月29日（金）　*17時必着
　　
Ⅴ．採用決定までの予定
（１）応募選考　　　　平成30年７月を予定
　　　　　　　　　　　　*1次選考（書類選考）
　　　　　　　　　　　　*2次選考（プレゼンテーション、選定会議）

　　　　　　　　　　　　*リハセンター所長が採否を決定
　（２）通知　　　　　　平成30年７月
　（３）契約締結　　　　平成30年7月から随時
Ⅵ．選定及び決定通知

（１）選定　　平成30年７月を予定
*1次選考（書類選考）　
　　調査・研究事業専門選定委員による書類選考（専門選定会議選定基準に準じる）

　*2次選考（プレゼンテーション、選定会議）　
　　1次選考を通過した調査・研究課題は、「調査・研究事業専門選定会議」（以下、「選定会議」という。）を経て選定します。

＊選定会議は学識経験者等で構成します。

＊選定会議において、必要と認めた場合は、調査・研究等について説明を求めることがあります。

＊選定は、リハビリテーションセンター調査・研究事業専門選定会議選定基準に基づき行います。
＊1次選考（書類選考）の基準について

　・選定委員の書類審査における総合評価や総得点を参考に、リハセンター所長が選定します。

＊2次選考（プレゼンテーション、選定会議）について

・１次選考を通過された方は、２次選考時にプレゼンテーション及び選定委員との質疑応答をリハセンターで
行っていただきます。
（実施日時）

別途通知いたします。（７月中）

（実施場所）

　　別途通知いたします。

（出席者）

　　３名以内とします。

（プレゼンテーションの内容）
　　　発表5分、質疑応答15分程度で、提出していただいた企画提案書及び見積書を用いて行いますので　　　

新たな資料作成等は不要です。また、主研究者が出席困難な場合は研究協力者など代理出席で対応する　

ことが可能です。
（２）決定　平成30年７月を予定
　①実施課題は、選定会議における意見等を参考として、リハセンター所長が決定します。

　②選考結果（１次・２次）については、応募のあったすべての主研究者に書面にて通知いたします。

　③選考結果通知後、調査・研究課題採択を辞退する場合は、速やかに辞退する旨をリハセンターまで連絡の
上、理由を記載した書類を提出してください。

　
Ⅶ．委託契約締結の手続き

実施が決定した調査・研究課題は、主研究者(以下、「受託者」という)とリハセンター間で協議を行い、別添の「調査・研究事業を申込・実施する際に提出する書類」の各様式に従って、委託業務に関わる仕様を確定させ、委託契約を締結します(平成30年７月頃から随時) 。仕様は受託者から提案された内容が基本となりますが、協議により提案内容が修正されることがありますのでご了承ください。
様式１「企画提案書」及び様式２「見積書」
 (選定会議の意見を踏まえて、先に提出したものより内訳を詳しく記した様式１・２)
様式4  「見積書提出のための送付文」

様式 5 　「口座振込依頼書」

　　　　　　 「口座の番号、氏名が確認できる通帳写し等」
Ⅷ．調査・研究終了の報告および完了確認

　研究終了後は、別添の「調査・研究事業を申込・実施する際に提出する書類」の各様式（様式６「調査・研
究完了報告書等の送付文」、様式７「調査・研究成果報告書」、様式８「実績報告書」、様式９「支払証
拠書類添付表」（ＰＤＦ形式）、様式１０「領収書」）をメールにて送信ください。
メールで提出いただいた内容を確認後、ご連絡いたします。その後、様式７「調査・研究成果報告書」のデ
ータを入れたCD-ROMをつけて、様式６～様式１１をそろえて郵送にてご提出ください。
（内容に不備が確認された場合、修正をお願いさせて頂きますのでご了承ください。）
＊委託業務で購入した物品について

調査・研究課題において購入した物品で、研究終了後も使用可能な物品（ハードディスク、書籍等）に関して
は研究終了時に報告書と一緒に提出をお願いすることがあります。提出をお願いする物品につきましては、契約時にお伝えいたします。
＊委託業務成果物の発表について

滋賀県多職種連携学会において調査・研究成果等の報告を行って頂きます。
また、成果物をリハセンターホームページに掲載いたします。
この委託業務の成果を他の学会、論文等で公表しようとするときは、あらかじめリハセンターと協議し、リハセンター所長の承認を得て下さい（Ⅺ．留意事項④を参照してください）。
Ⅸ．委託料
（1） 委託料上限額

1題あたり25万円（消費税及び地方消費税を含む）

なお、見積額が委託料上限額を超えた場合は失格とします。

委託契約後は見積額を委託上限額とします。

（2） 支払条件

精算払いのみ

（３）委託調査・研究費の請求

受託者は、調査・研究成果報告書の提出後、別添の「調査・研究事業を申込・実施する際に提出する書類」の請求に必要な様式（様式８「実績報告書」、様式９「支払証拠書類添付表」、様式１０「領収書」、様式１１「請求書」）に従って、リハセンターに委託料を請求し、リハセンターは請求に基づき委託料の支払いを行います。（研究終了後に様式６「調査・研究完了報告書等の送付文」、様式７「調査・研究成果報告書」とあわせて様式８「実績報告書」、様式９「支払証拠書類添付表」（ＰＤＦ形式）、様式１０「領収書」の整合性を図った上でメールにて送信ください。（消費税及び地方消費税を含んで計上いただいているか必ずご確認ください。）
内容を確認後、ご連絡いたしますので、後ほど様式６～様式１１（様式７「調査・研究成果報告書」のデータを入れたCD-ROM、様式１１「請求書」）を送付してください。
不適切な経費支出が認められた場合は委託契約が取り消しとなり、委託料の請求ができなくなる場合があります。

なお、リハセンターは受託者からの請求により、原則、委託契約後の委託上限額の範囲内で実績報告の金額に基づき精算処理を行います。
（４）調査・研究費の範囲

　・申請された研究計画の成果を得るために直接必要な経費(主研究者・共同研究者等の人件費は除く)

　・調査・研究課題を申込・実施する際に見積書(様式2)に沿って、必要な金額の積算根拠を記入してください。

　・調査・研究に必要となる旅費は、委託調査研究費総額の50％未満とします。
・3万円を超える物品については、備品となるため認められません。

　　また、3万円以下の物品についても耐久年数が1年以上で、長期間にわたりその形状を変えずに繰り返
し使用できるものやリハセンターから返却が妥当と判断した物品については、研究終了時に速やかにリハ

センターに返却していただきます。（研究報告書提出時）
＊見積書に記載のない経費を研究費の対象とする場合は、原則として事前にリハセンターと協議を行う事。

     ただし、研究代表者は、経費の使用内訳について各費目（例：報償費、需用費など）の額を、交付決
定を受けた経費の総額の２０％未満の範囲内で、当センターの承認なく変更する事ができます。なお、
総額は委託契約後の委託上限額を超えないようにしてください。超える可能性が出てきた場合は、事前にリハセンターと協議してください。
　・機関、施設の備品を使用したものについての請求は、ご遠慮願います。
　　また、購入したものの委託業務以外での使用はお断りします。
  ・内容に不備が確認された場合、修正をお願いさせて頂きますのでご了承ください。
（５）調査・研究費の対象外

　・研究者及び共同研究者への謝金

　・申請された研究の目的以外や直接関係のない経費

　・所属研究機関等で通常備えるべき机・椅子・棚・コピー機・パソコン・携帯電話（月額使用料等も含む）

タブレット端末などの備品

　・調査研究の遂行中に発生した事故・災害の処理のための経費（保険にかかる経費は可）

　・研究者の所属する組織の間接経費および一般管理費

　・対外的に説明が困難な物品や単価により支出したもの

　・見積書に記載のない経費を事前にリハセンターと協議せず計上したもの

　・その他、申請された研究計画内容に照らし、妥当性を欠くとリハセンターが判断するもの

　＊調査・研究費の対象についてご不明な点がありましたら、事前にご相談ください。

　＊請求に必要な書類（領収書等　様式９に貼付する書類）

　　研究費の請求を行う場合、前述の「調査・研究事業を申込・実施する際に提出する書類」の各様式に必要事
項を記入の上、様式９「支払証拠書類添付表」に領収書の写し（コピー）を添付して、提出して下さい。

　①物品名、個別に金額等の明細が記載されている書類を提出してください。「領収書」に明細が記載されてい
る場合は提出不要です。「領収書」の宛名は、「受託代表研究者　氏名」として下さい。

②社印が押された領収書の提出ができない場合は、“領収書”、“Paid”、“Receipt”など、支払ったことが確認できる文言が記載された、レジ発行のレシートでも可能です。ただし、家電量販店のレシートの場合、「領収書」の発行は依頼せずに、レシートの写しを提出して下さい。

＊研究協力者・講師への謝金等

　　様式１０（領収書）に必要事項（金額、内訳、受け渡し年月日、受領者の住所、氏名、印）を記載の上様式
９に添付して下さい。

　　なお、謝金として支払われるものが源泉徴収の対象となるものかについては、税務署に確認の上処理するよ
うお願いいたします。
Ⅹ．公募に際しての注意事項

（１）失格事由
　　提案者又は企画提案書等が、次のいずれかに該当する場合は、失格とします。

1 企画提案書等の提出方法、提出先、提出期限が本要項に適合していないとき

2 企画提案書等の作成形式が本要項に適合していないとき
3 同一研究代表者が同一課題について、２件以上の企画提案書等を提出したとき

4 公募資格に違反すると認められたとき

5 虚偽の申請を行い、公募資格を得たとき
6 研究代表者（もしくは代理人）がプレゼンテーションに出席しないとき

7 価格見積書の金額が限度価格を超過しているとき

⑧　その他選定結果に影響を及ぼす恐れのある不正行為を行ったとき

（２）契約の解除
　　契約締結後であっても、以下の場合は契約を解除することがあります。

1 企画提案書等に虚偽の記載があることが明らかになったとき
2  受託者に重大な瑕疵があるとき

3 調査・研究の遂行の意志が認められないとき

4 調査・研究の遂行能力がないと認められるとき

5 その他、契約を継続するに耐えない事情があるとき

Ⅺ．留意事項
（１）　研究の一括再委託の禁止

受託者は、研究を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。

（２）　情報公開の取り扱い

　 提出された書類で、採択された課題に対し、行政文書開示請求があった場合に開示いたします。

また、不採択となった課題に対し、行政文書開示請求があった場合には主研究者と協議いたします。

（３）　個人情報の取り扱い

　 本事業の実施における個人情報の取り扱いに関しては、個人情報保護法ならびに滋賀県個人情報保護条例の
規定によるものとします。
（４）　成果物の取扱い

調査・研究の成果物の著作権や使用権については、滋賀県が有するものとします。

　 また、学会等での発表の際は事前にリハセンターに速やかに連絡の上、発表の際は「滋賀県立リハビリ
テーションセンター調査・研究事業」の委託を受けている旨を必ず表現してください。

（５）　その他
ヒトを対象とした研究に当たっては、Helsinki人権宣言に基づくこと。また、インフォームドコンセ
ントの準備があること、応募時にすでに倫理委員会ないし、それに準ずる機関の承認を得ていることが望ましいです。

　　書類等の提出時や事前ヒアリング等にかかる郵送費や交通費は受託（応募）者負担とします。提出さ
れた申請書等の書類は返却いたしません。
ⅰ．よくあるご質問
①　研究分担者と研究協力者への謝金の支払い

研究分担者とは、研究代表者と協力しつつ、研究活動の遂行責任を分担して研究活動を行う者とし、当該研究に関する謝金の支払いは不可とします。
研究協力者とは、研究代表者または研究分担者の責任の下、研究の一部に参画する者とし、当該研究に関する謝金の支払いは可とします。

②　支給単価について

旅費や謝金の単価については、様式１・２のファイルに添付している支給単価表をご参照ください。

（注）「研究協力者謝金　理学療法士等　8,500円/日」であるが、理学療法等に専門性に特化した技術・知識を
使用する事に対する対価であるため、理学療法士等がデータ入力業務や整理業務等専門性を要としない業務
を担う場合、上記見積り単価は該当しません。
③　見積りの妥当性について
見積りの記載については、調査・研究計画書の内容と照会し、妥当性・整合性の取れた物品、回数等の記載をお願いいたします。また類似品が存在する場合、見積りに挙げた物品が当該研究に適している根拠を明確にして下さい。
ⅱ．その他、お問い合わせ先

書類の提出後に記入不備、漏れなどがある場合は、リハセンター担当者からご連絡させていただく場合があり
ます。また、調査・研究課題の実施や成果の取扱い等について必要に応じ、調査・研究課題提案者とリハセンターで協議します。

　記入方法等のご不明な点がありましたら、滋賀県立リハビリテーションセンター事業推進係(TEL077－582－
8157、E-mail:eg3001@pref.shiga.lg.jp)、調査・研究事業担当者までお問い合わせ下さい。
「調査・研究事業を申込・実施する際に提出する書類」や各種提出書類様式は滋賀県立リハビリテーションセンターホームページに掲載しています。
